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（別紙１）

令和元年度の鹿児島県人権教育・啓発基本計画の実施状況

１ 人権教育
⑴ 学校等における人権教育

施策の基本方向 ア 学校等における人権尊重精神の高揚
イ 多様な体験活動の機会の充実
ウ 家庭及び地域との連携
エ 教職員における人権尊重の理念の理解・体得（資質向上）

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 学校等への啓発  パンフレット｢じんけんハンドブック」 人権同和対
事業 資料配布 ･ 作成部数 46,000部 策課

･ 主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

【パンフレット（表紙）】

 人権啓発ポスター｢ひとりひとりが主人公。
みんな違うから，世界はあざやかになる。｣

・作成部数 3,200枚
・主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

【人権啓発ポスター】

 ポスターコンクール最優秀賞作品ポスター
・作成部数 3,200枚
・主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

１ 人権教育 ⑴ 学校等における人権教育
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【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発活動  人権に関するポスターコンクールの実施 人権同和対
事業 ａ 募集 策課

・応募期間 ８月１日～９月30日
・応募学校 247校
・応 募 数 2,260点

ｂ 入賞作品展
・場 所 山形屋
・期 間 12月４日～10日

ｃ 表彰式
・場 所 鹿児島市民文化ホール
・期 日 ２月４日

人権に関するポスターコンクール
最優秀受賞作品（全体の部）

 人権の花運動の実施
花の栽培を通じ，豊かな人間関係を体得さ

せ，人権尊重思想の普及と高揚を図った。
・16市町 24小学校,１特別支援学校

 じんけんスポーツ教室の開催
・委託先 鹿児島ユナイテッドＦＣ
・実 施 ２回（花田小，高隈小）
・委託先 鹿児島レブナイズ
・実 施 ２回（柁城小，伊集院小）

【花田小学校でのじんけんスポーツ教室】

１ 人権教育 ⑴ 学校等における人権教育



3 １ 人権教育 ⑴ 学校等における人権教育

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

子どもたちの 男女共同参画の  学校におけるワークショップ等の開催 かごしま県
男女共同参画 学びを通して， ・実施校 小学校９校 民交流セン
学びの広場推 子どもたちの自 中学校２校 ター男女共
進事業 己尊重感を育む ・参加者 児童・生徒を対象にしたワークシ 同参画推進

ョップ 757人 課
教職員を対象にしたセミナー

149人
保護者・地域住民を対象にしたワ
ークショップ 202人
事業参観者 18人

 学校管理職向け研修会
・対 象 錦江町内の校長・教頭等

学校管理職等
・参加者 10人

 報告書の作成・配布
・作成部数 1,000部
・配 布 先 国・県・市町村，

県内小・中学校，
市町村教育委員会等

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育開発 人権教育開発事  人権教育総合推進地域 人権同和教
事業 業 文部科学省の委託を受け，人権教育に総合 育課

的に取り組む地域を人権教育総合推進地域と
し，必要な指導，助言又は援助を行うととも
に，地域内における研究の成果の波及を図っ
た。
・日置市(H30～R2)

 人権教育研究指定校
文部科学省の委託を受け，小学校１校，中

学校１校，計２校を人権教育研究校と指定し，
研究の適切な実施のために指導･助言し，研
究成果の波及を図った。
・南種子町立西野小学校(H31～R2)
・阿久根市立鶴川内中学校(H30～R元)

人権教育推進 人権教育の充実  巡回等指導
事業 各地区の人権教育推進状況を把握するとと

もに，実態に応じた具体的方策を協議し，学
校における人権教育の充実を図った。
※R元年度公立学校への本課指導主事等の派
遣延べ256校（H30:248校）
内訳
・学校訪問 138校（H30:110校）
・校内研修講師 95校（H30:115校）
・児童生徒等対象講師 23校（H30: 23校）
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【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育の充実  県指定「子どもの人権プロジェクト推進校」 人権同和教
事業 R元年度は，小学校８校，小中学校１校， 育課

中学校８校，計17校を指定し，学校での取組
の充実を支援した
・小学校 ：日置市立永吉小学校，

指宿市立柳田小学校，
出水市立出水小学校，
薩摩川内市立藺牟田小学校，
霧島市立上小川小学校，
志布志市立野神小学校，
肝付町立国見小学校，
中種子町立南界小学校

・小中学校：宇検村立久志小中学校
・中学校 ：いちき串木野市立生冠中学校，

南九州市立川辺中学校，
長島町立長島中学校，
姶良市立山田中学校，
鹿屋市立田崎中学校
屋久島町立安房中学校，
奄美市立朝日中学校，
龍郷町立龍南中学校

 人権教育研修及び指導資料作成
教職員及び教育行政関係者等を対象とした

人権教育研修資料「なくそう差別 築こう明
るい社会」（令和２年度版 24,000部），人
権教育指導資料「仲間づくり」（令和２年度
版10,000部）を作成・配布した。

【令和２年度版人権教育研修資料「なくそう差別 築こう明るい社
会」～「人権教育に関する教職員の意識調査」の結果を踏まえて～】

【令和２年度版人権教育指導資料「仲間づくり～自尊感情を育むために～」】

【R元年度の活用率】
・人権教育研修資料の校内研修等での活用率

100％（H30:100％）
・人権教育指導資料の校内研修等での活用率

100％（H30:98.6％）
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【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育の充実  人権教育授業実践研修会 人権同和教
事業 人権同和教育担当者等を対象に，研究授業 育課

等を通して人権教育の指導方法等の工夫・改
善を図った。
・ 開 催 日 ５～７月
・場 所 県内６会場
・対 象 公立小・中・義務教育学校・高

等学校及び特別支援学校
・参加人数 166人

 Mom!学級づくり連続講座
自他を大切にすることができる人間関係を

基盤とした学級づくりについて，実践力を備
えた教員の育成のための実効性の高い講座を
年間７回実施し，人権尊重の理念の具現化を
図った。
・実施地区 鹿児島
・開 催 日 令和元年５月～令和２年２月
・場 所 東市来文化交流センター
・受講者数 21人

県総合教育セン  学校で進める人権教育基礎講座を開催し，
ター人権教育講 同和問題をはじめとする人権問題に対する理
座 解と認識を深めさせた。

・開 催 日 ６月13日～14日
・場 所 県総合教育センター
・参加人数 13人
・対 象 小・中・義務教育学校・高等学校

及び特別支援学校の希望者

人権教育管理職  任用２年目の全ての管理職を対象とした研
研修会 修会を開催し，同和問題をはじめとする人権

問題に対する理解と認識の深化を図った。
・対 象 任用２年目の管理職（校長・教頭）

開 催 日 ６月７日 ７月４日 ８月27日

参加者数 217人 66人 31人

場 所 総合教育ｾﾝﾀｰ 県立奄美図書館 熊毛支庁

人権教育研修 人権教育教職員  採用２年目のすべての教職員等の研修会を
事業 等研修会 実施し，同和問題をはじめとする人権問題に

対する理解と認識の深化を図った。
・開 催 日 ７月５日，８月９日
・場 所 県立奄美図書館及び

県総合教育センター
・参加者数 297人

人権教育研修  教職員を人権問題に係る研修会に参加さ
せ，同和問題をはじめとする人権問題に対
する理解と認識の深化を図った。

【部落解放第51回全国高校生集会・
第63回全国青年集会】

・開 催 日 ８月17日～18日
・場 所 宝山ホールほか
・参加者数 607人
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【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

広報活動事業 広報誌を通して  保護者向け広報誌「かごしまの教育」 総務福利課
の人権意識の高 ・発行回数 年間２回
揚 ・作成部数 143,000部

・主 な 配 布 先 県内公立学校保護者,市町村教育委員会等
・掲載内容

（７月号）
本当に守られていますか？
子どもの人権

（12月号）
ご存知ですか？カラーリボン

 教職員向け広報誌「教育情報かごしま」
・発行回数 年間６回
・閲覧方法 県ホームページに掲載
・閲覧対象 県内の全教職員

(発行日ごとに学校に通知)
・掲載内容

「かごしま教育NOW」 年１回
７月号「これからの人権教育と重要性が

見えてきた！」

「人権同和教育情報」 年５回
７月号「『正しい理解と認識』を深める

ことは必要不可欠！積極的な活
用を！！」

９月号「ハンセン病問題についての正し
い理解と認識を深め，子どもた
ちの学びへ」

11月号「北朝鮮当局による拉致問題への
理解を深めよう！～12月10日か
ら12月16日は『北朝鮮人権侵害
問題啓発週間』です～」

１月号「人権教育は全ての教育の基本」
３月号「人権教育が広がりを見せていま

す！」

「生徒指導ワンポイント情報」として「生
徒指導関連事業」，「フィルタリング設定」，
「児童生徒の問題行動等の概要」に関する
記事

年３回

初任者研修事 初任校研修  採用１年目の教員を対象に，資質向上や職 義務教育課
業 責感及び人権意識の高揚を図るための研修会

を実施した。

区 分 会場 開催日 参加者数

基 礎 研 修 県庁講堂 ４月１日 217人

教育センターに 県総合教育センター 5/28～ 164人
おける研修 5/30
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【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

現職教員等研 現職研修  教員を対象に，資質向上や職責感及び人権 義務教育課
修事業 意識の高揚を図るための研修会を実施した。

区 分 開 催 日 参加者数

小学校 鹿児島市

５年経験 ７月24,31日 8月2日
8月8日 162人

者 研 修
中学校･高等学校・特別支援学校

8月6日(台風のため中止)

小学校･特別支援学校
中堅教諭 養護教諭・栄養教諭

等資質向 7月22日～7月26日 182人

上研修 中学校･高等学校

7月29日～8月2日

・場所 県総合教育センター 他

研修事業 短期研修講座  教員を対象に，資質向上や職責感及び人権
（県総合教育 意識の高揚を図るための研修会を実施した。
センター） ・開 催 日 ６月13日

・場 所 県総合教育センター
・参加者数 12人

いじめ防止対 ネットいじめ対  学校非公式サイト等への問題のある書き込
策推進事業 策 みや画像について監視し，学校等へ情報提供

するとともに，家庭や関係機関等と連携し，
問題行動の未然防止，早期発見，早期対応を
図った。

 ネットいじめ等への具体的な取組方法を県
下へ普及するため，教育の情報化フォーラム
を実施した。
・開催日 １月29日
・場 所 県民交流センター
・対 象 公立小・中・義務教育学校・高等

学校及び特別支援学校の教員，市
町村教育委員会指導主事，保護者
等

・参 加 者 数 354人
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(2) 家庭・地域社会における人権教育

施策の基本方向 ア 家庭への支援
イ 地域社会における学習機会の充実
ウ 効果的な人権教育の推進
エ 人権教育を行う指導者の育成・資質の向上

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 講演会・研修会  人権啓発指導者等研修会 人権同和対
事業 等の開催 ａ 南薩地域人権啓発指導者等研修会 策課

・開 催 日 ９月７日
・場 所 南薩地域振興局
・参加者数 50人

ｂ 北薩地域人権啓発指導者等研修会
・開 催 日 ８月23日
・場 所 北薩地域振興局
・参加者数 87人

c 熊毛地域人権啓発指導者等研修会
・開 催 日 ７月１日
・場 所 熊毛支庁
・参加者数 90人

企画調整事業 県青少年対策本  県青少年対策本部会議（書面開催） 青少年男女
(連絡調整事 部会議，県青少  県青少年問題協議会 共同参画課
業) 年問題協議会を ・開催日 ５月28日

開催し，青少年
対策の総合的な
推進について協
議するととも
に，関係団体・
機関等が一体と
なった青少年育
成を推進

青少年育成指 各地域振興局・  青少年育成指導員の配置
導事業 支庁に青少年育 ・設置箇所 各地域振興局・支庁（７人）

成指導員を配置 ・内 容 運動の普及啓発を図るため，家
し，「郷土に学 庭や地域等が主体的に青少年を
び・育む青少年 育てる気風を盛り上げ，これら
運動」の普及啓 の取組等に対して側面からの支
発 援を行う。

｢郷 土に学 「郷土に学び・  「家庭の日」「青少年育成の日」の広報
ふるさと

び・育む青少 育む青少年運  青少年育成指導員等研修会の開催
年運動｣推進 動」の普及啓発 （参考）
事業 を図るための広 ･ 夏の「郷土に学び・育む青少年運動」

報啓発及び青少 （７月１日～８月31日）
年育成指導員の ･ 「郷土に学び・育む青少年運動」強調月間
資質向上のため （11月１日～30日）
の研修会等の実 ･ 春の「郷土に学び・育む青少年運動」
施 （３月11日～４月10日）

 少年の主張の作文募集及び県大会の開催
・作 文 応 募 数 3,501点
・県大会の開催 ８月４日

 広報誌の発行（3,300部×年２回）
 青少年育成指導者研修会(県内２か所）

（参考）
・青少年育成の日 毎月第３土曜日
・家庭の日 毎月第３日曜日
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【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

青少年団体連 県青少年団体連  かごしま少年リーダー事業 青少年男女
絡協議会補助 絡協議会（20団 ・開催日 ８月10日～11日 共同参画課
事業 体加盟）が企画 ・場 所 南さつま市金峰町

・実施する社会 ※荒天のため延期
参加活動事業 ※新型コロナウイルス感染拡大防

止のため中止
 子どもふれあい事業

・開催日 11月23日～24日
・場 所 桜島

若者自立支援 社会生活を円滑  かごしま子ども・若者総合相談センター
対策推進事業 に営む上での困 （ひきこもり地域支援センター）の運営

難を有する子ど ・設置場所 県青少年会館
も・若者に対す ・設置時期 平成22年７月１日
る総合相談窓口 ・運営組織 県青少年育成県民会議
及び支援地域協 ・業務内容 相談（電話・面接・メール），
議会の運営並び 関係機関・団体の紹介・案内，
に自立支援策の 巡回相談会の実施（６回実施，
展開など 令和２年３月末現在）

・相談件数 513件(令和２年３月末現在)
 かごしま子ども・若者支援地域協議会の運営

・設立時期 平成22年７月１日
・構成機関・団体 25機関・団体（令和２年３月31日現在）
・代 表 者 会 議 ５月29日
・実務者連絡会議 7月17日（２回），2月19日

 各種啓発活動などの実施
ａ 保護者等への講演会

開催日 場 所 参加者数

５月30日 南九州市（南九州コミュニティセンター知 341人
覧文化会館）

10月１日 西之表市（西之表市民会館） 38人

10月23日 瀬戸内町（瀬戸内町物産館） 74人

11月28日 霧島市（シビックセンター） 160人

２月18日 伊仙町（農業支援センター） 18人

２月28日 志布志市（市役所志布志支所）※新型コロ -
ナウイルス感染拡大防止のため中止

計 631人
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【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

若者自立支援 社会生活を円滑 ｂ 支援関係者のための研修会 青少年男女
対策推進事業 に営む上での困 共同参画課

難を有する子ど 開催日 場 所 参加者数

も・若者に対す
る総合相談窓口 ７月10日 県青少年会館 27人
及び支援地域協
議会の運営並び ８月28日 県民交流センター 358人
に自立支援策の
展開など 11月22日 県民交流センター 119人

12月11日 社会福祉センター別館 29人

12月20日 県民交流センター 23人

ｃ 子ども・若者自立支援活動促進事業の実
施（ＮＰＯ等への再委託）

・事業実施団体数 10団体
・事業実施期間 令和元年７月から

令和２年３月まで

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育開発 人権教育開発事  人権教育総合推進地域 人権同和教
事業 業 文部科学省の委託を受け，人権教育に総合 育課

的に取り組む地域を人権教育総合推進地域と
し，必要な指導，助言又は援助を行うととも
に，地域内における研究の成果の波及を図っ
た。
・日置市(H30～R2)

地域で支える 家庭教育支援員  家庭教育支援に関する活動を整備・調整・ 社会教育課
家庭教育推進 研修会 推進する人材を養成するため，教育専門家・
事業 学識経験者等によるいじめ問題や児童虐待に

関する講義を実施した。
(受講者数，スキルアップ講座29人）

 家庭教育学級における人権学習の必要性を
家庭教育学級研 理解し，人権学習を充実させるための講義や
修会 演習を実施した。

（受講者数 281人）

人権教育啓発 人権教育調査指  市町村の社会教育における人権教育推進に
活動促進事業 導 関する事業の実施状況を把握し，それぞれの

市町村の実情に配慮しながら指導助言を行
い，人権教育の効果的な推進を図った。
・実施市町村 日置市，阿久根市，

与論町など15市町

人権教育ブロッ  社会教育関係団体等のリーダー及び役員等
ク別指導者研修 を対象に，同和問題をはじめとする人権課題
会 に対する正しい理解と認識を一層深める機会

とするため，人権に関する講演会や研修会等
を実施した。
・開催ブロック数 ７
・参 加 者 数 626人
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【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育啓発 人権教育指導者  市町村社会教育担当行政職員，社会教育関 社会教育課
活動促進事業 研修会 係団体役員等を対象に，社会教育における人

権教育推進上の課題等を的確に把握するとと
もに，人権教育の進め方や啓発の在り方等に
ついて理解を深め，本県及び各市町村におけ
る施策の推進者としての資質向上を図るため
に研修会を実施した。
・開 催 日 ７月９日
・場 所 かごしま県民交流センター
・参加者数 65人

社会教育指導 社会教育関係団  活力ある地域づくりを目指し，主体的に取
者養成事業 体指導者等，ジ り組むリーダーを養成するための研修会にお

ュニア・リーダ いて人権に関する講義を実施した。
ー研修会 ａ 社会教育関係団体指導者等研修会

（鹿児島会場）
・開 催 日 10月27日
・参加者数 49人

(大島会場)
・開 催 日 11月９日～10日
・参加者数 28人
ｂ ジュニア・リーダー研修会
（鹿児島会場）

・開 催 日 ８月10日～11日
・参加者数 20人
（大島会場）

・開 催 日 ７月26日～28日
・参加者数 20人
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(3) 企業における人権教育

施策の基本方向 ア 教育・啓発活動に必要な情報や教材の提供
イ 研修講師の斡旋などの支援
ウ 公正採用選考人権啓発推進員に対する研修の充実

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 研修専門員設置  企業主催研修への研修専門員の派遣 人権同和対
事業 ・実施回数 ３回 策課

・参加者数 74人
 鹿児島労働局主催研修への研修専門員

の派遣
・実施回数 ７回
・参加者数 719人

人権啓発に係る  県人権同和問題啓発推進協議会の開催
推進協議会の開 ・日 時 ５月22日
催 ・場 所 県庁会議室

・参加者 県，鹿児島労働局，各種経済団体，
運動団体 等

・内 容 各団体の啓発活動(H30)の実績
各団体の啓発活動(R元)の計画
平成30年中における人権侵犯事件
の状況
「えせ同和行為への対応」につい
て（講師：鹿児島地方法務局）

【農政部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

担い手農家育 推進担当者会啓  人権問題啓発推進担当者会(７月24日) 経営技術課
成研修事業 発資料配布 農林漁業５団体職員を対象

 パンフレット
「人権について考える」2019年版
「人権ア・ラ・カルト」2019年版
・配布部数 各113部
・配 布 先 県農協中央会，県漁連，

県土改連，県共済連，県森連

各団体の研修会  農林漁業団体の研修会開催状況
（人権問題を含
む）開催 団体名 開催日 参加者数

12月12日 ７人
県農協中央会

２月５日 158人

11月12～13日 111人
県 漁 連

３月18日 10人

県土改連 ９月２日 77人

県共済連 11月14日 34人

５月28～30日 14人
県 森 連

10月10～11日 17人
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２ 人権啓発

施策の基本方向 ア 啓発内容の充実
イ 啓発方法の改善

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資料作成・  パンフレット｢じんけんハンドブック」 人権同和対
事業 配布 ・作 成 部 数 46,000部 策課

・主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等
 人権啓発ポスター｢ひとりひとりが主人公。

みんな違うから，世界はあざやかになる。｣
・作 成 部 数 3,200枚
・主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

 ポスターコンクール最優秀賞作品ポスター
・作 成 部 数 3,200枚
・主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

各種広報媒体を  テレビ・ラジオによる啓発
活用した啓発 ａ人権啓発テレビスポット（15秒）

・人権同和問題啓発強調月間（８月） 100回
・人権週間（12月４日～10日） 40回
ｂ人権啓発ラジオスポット（20秒）
・人権同和問題啓発強調月間（８月） 100回
・人権週間（12月４日～10日） 40回

 インターネットを活用した啓発
Youtubeインストリーム広告

・掲載期間 8/1～31，12/4～10
・表示回数 約627万回

 ホームページによる啓発
・啓発活動案内（随時）
・啓発資料掲載（随時）等

 県政広報媒体による啓発
・テレビ・ラジオ
・県政かわら版

 映画広告による啓発
シネマサンシャイン姶良，鹿児島ミッテ10

・人権同和問題啓発強調月間（８月） 1,613回
 新聞広告

・人権同和問題啓発強調月間（８月） ９回
・人権週間（12月４日～10日） １回

 公共交通機関車内広告
（鹿児島市電，鹿児島市営バス，民間バス，桜島フェリー）
・人権同和問題啓発強調月間（８月） 186両
・人権週間（12月４日～10日） 186両
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【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 講演会・研修会  人権同和問題県民のつどい 人権同和対
事業 等の開催 ･ 開 催 日 ２月４日 策課

･ 場 所 鹿児島市民文化ホール
･ 参加者数 700人

 人権教育・啓発基本計画推進研修会
・開 催 日 ７月10日
・場 所 県庁講堂
・参加者数 223人

 人権啓発指導者等研修会
a 南薩地域人権啓発指導者等研修会
・開 催 日 ９月３日
・場 所 南薩地域振興局
・参加者数 50人
b 北薩地域人権啓発指導者等研修会
・開 催 日 ９月９日
・場 所 北薩地域振興局
・参加者数 87人
c 熊毛地域人権啓発指導者等研修会
・開 催 日 ７月１日
・場 所 熊毛支庁
・参加者数 90人

 人権啓発管理者研修会
・開 催 日 １月16日，17日
・場 所 県庁講堂
・参加者数 263人

 県人権啓発フェスティバル
・開 催 日 12月１日
・場 所 伊佐市文化会館
・参加者数 823人

 地域人権啓発フェスティバル

開催日 場 所 参加者数

２月１日 西之表市 200人

11月23日 垂水市 38人

11月24日 奄美市 180人

行政職員等研修  県職員に対する研修
・参加数 6,251人

人権同和問題地区別研修会
本庁･各地域振興局等：30会場
所属単位の研修会
病院･農業開発センター等：12会場
運動団体主催研修会への職員参加
管理者研修会(部課長級人権同和問題研修会)等
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【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 研修専門員設置  各種機関・団体等主催研修会へ研修専門員 人権同和対
事業 (２人)を派遣 策課

・派 遣 先
国の機関（国道事務所等），市町村，社会
福祉協議会，企業，公民館，その他(専門
学校，農協，漁協など)

・派遣回数 延べ 153回
・受講者数 10,963人

その他啓発活動  懸垂幕の掲示
・時期 人権同和問題啓発強調月間（８月）

人権週間（12月４日～10日）
・場所 各地域振興局等

 人権に関するポスターコンクール開催
 人権に関するポスター展

・開催日 12月４日～10日
・場 所 山形屋

 じんけんスポーツ教室の開催
・委託先 鹿児島ユナイテッドＦＣ
・実 施 ２回（花田小，高隈小）
・委託先 鹿児島レブナイズ
・実 施 ２回（柁城小，伊集院小）

 人権啓発ＤＶＤの新規購入及び貸出
・新規購入ＤＶＤ ４本
・貸出実績 66件(108本)
・保有数

ビデオ･ＤＶＤ 291本
16ミリフイルム 59本

 人権啓発ＤＡＹの開催
県内で人気のプロスポーツの試合会場にお

いて，人権啓発活動を実施
・委託先 鹿児島ユナイテッドＦＣ，

鹿児島レブナイズ
・実 施 ２回（各１回）
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３ 分野別施策の推進
⑴ 女性

施策の基本方向 ア 男女平等教育・啓発の推進
イ 政策・方針決定過程への女性の参画の推進
ウ 女性に対するあらゆる暴力の根絶
エ 男女の平等な就業環境の整備
オ 刊行物等における女性の人権の尊重
カ 相談体制の充実

【総務部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

政策・方針決定  県の女性管理職（課長級以上）の登用 人事課
過程への女性の 状況（知事部局）
参画の推進

区分 H29 H30 H31

総数 460人 462人 464人

うち女性 30人 32人 36人

比率 6.5% 6.9% 7.8％

※女性活躍推進法による算定

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

男女共同参画 県男女共同参画  審議会等の開催回数 男女共同参
推進事業 基本計画進行管 ａ 男女共同参画審議会 １回 画室

理 ｂ 男女共同参画推進本部会議 １回
ｃ 男女共同参画推進本部幹事会 １回

 「かごしま男女共同参画の状況」の作成・
公表

男女共同参画推進条例に基づき，県内の男
女共同参画の状況，県の関連施策・事業の実
施状況等を取りまとめ，県のホームページ等
で公表

男女共同参画 男女共同参画行  県・市町村職員に対する男女共同参画社会
連絡調整事業 政担当者等研修 についての理解の浸透を図ること及び市町村

会の開催 の取組を支援するため研修会を開催
・開催日 ５月14日
・対 象 県・市町村の職員等

各種広報媒体を  男女共同参画週間を中心に県政広報媒体を
活用した啓発活 活用した広報啓発
動  啓発用リーフレットの活用

 「男女共同参画の視点からの公的広報の手
引」の活用

配偶者等から 配偶者等からの  県・市町村ＤＶ担当課長等研修会
の暴力対策推 暴力の防止と被 ・開催日 ４月17日
進事業 害者支援のため  配偶者等からの暴力対策会議

の関係機関との ・開催日 ８月10日
連携強化，広報  「女性に対する暴力をなくす運動」（11月
啓発，相談体制 12日～25日）の実施
の充実  ＤＶ相談員専門講座

・開催日 １月10日
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【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

配偶者等から 配偶者等からの  「女性に対する暴力をなくす運動」の実施 かごしま県
の暴力対策推 暴力の防止と被 ａ 法律相談「女性のための法律110番」 民交流セン
進事業 害者支援のため ・実施日 11月20日 11件 ター男女共

の関係機関との ｂ 街頭キャンペーン 同参画推進
連携強化，広報 ・実施日 11月12日 課
啓発，相談体制 ・鹿児島中央駅前
の充実 ｃ パネル展示

・期 間 11月12日～24日
・場 所 かごしま県民交流センター

ｄ 企業の協賛
・期 間 11月12日～25日
・協賛企業 山形屋，鹿児島銀行，

マルヤガーデンズ
 相談業務研修会

・開催日 ６月７日(参加者延べ100人)
・場 所 かごしま県民交流センター

 暴力被害者支援セミナー
・開催日 11月22日（参加者延べ170人）
・場 所 かごしま県民交流センター

 学校への男女共同参画お届けセミナー
（デートＤＶ防止お届けセミナー）

・実施校 15校
・参加者 5,738人

男女共同参画 男女共同参画の  男女共同参画週間事業
社会促進事業 推進役となる人 ・期 間 7月25日～31日

材の育成や啓発 ・場 所 かごしま県民交流センター
のための男女共 ａ 基調講演，活動報告 7月27日 125人
同参画セミナー ｂ 小学生対象ものづくりワークショップ
等の実施 7月28日 24人

ｃ 展示 7月25～31日
来館者延べ6,630人

ｄ パネル展 7月14日～31日
※マルヤガーデンズで実施

 男女共同参画基礎講座
・開催日 ６月１日，６月15日，

６月22日，６月29日
・場 所 かごしま県民交流センター
・参加者 延べ341人

 男女共同参画基礎講座地域版
(大島地区)

・開催日 ８月24,25日
・場 所 知名町商工会
・参加者 延べ41人
(北薩地区)

・開催日 10月19,26日
・場 所 風テラスあくね
・参加者 延べ66人

 学校への男女共同参画お届けセミナー
・実施校 ５校
・参加者 1,015人

 デートＤＶ防止セミナー
・開催日 ２月22日
・場 所 枕崎市市民会館
・参加者 23人

 高校生のためのピアサポーター養成講座
・開催日 12月22日
・場 所 かごしま県民交流センター
・受講者 14人（修了者12人）
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【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

男女共同参画 情報提供  情報紙「鹿児島県男女共同参画センターだ かごしま県
情報提供事業 より」の作成・配布 民交流セン

・作成部数 10,000部/回（年２回） ター男女共
・配 布 先 国・県・市町村，学校， 同参画推進

金融機関，病院，活動団体等 課
 図書等の収集・貸出

・整備図書 57冊
・貸出 348冊

 ホームページによる情報提供
 女性人材及び講師情報等の収集・提供

男女共同参画 男女共同参画を  一般相談 1,590件
相談事業 阻害する行為等 うち暴力行為等関係 649件

に関する相談の うち就労関係 62件
実施  専門相談 39件

・法律相談 24件
・メンタルヘルス相談 7件
・男性相談 8件

 若者を対象とした相談窓口の開設
鹿児島大学医学部保健学科ボランティアサ

ークルと共催で実施
・実施日 毎月第３土曜日
・場 所 かごしま県民交流センター
・開催数 12回

女性がいきい 産業分野におけ  女性活躍推進フォーラム 男女共同参
きと仕事がで る女性の活躍推 ・開催日 11月21日 画室
きる社会づく 進に向けた女性 ・場 所 マリンパレスかごしま
り事業（女性 への支援 ・参加者 県内企業の経営者等 122名
が活躍できる  女性活躍推進アドバイザー派遣
企 業 応 援 事 ・派遣先 10団体
業）  女性活躍推進優良企業知事表彰

・表彰企業 社会福祉法人クオラ
株式会社森建設

女性がいきい  女性ワーキンググループによる協議 男女共同参
きと仕事がで 地域の実情に応じた効果的な女性活躍の取 画室
きる社会づく 組を事業に反映させるため，働く女性を中心
り事業（女性 としたワーキンググループにおいて意見交換 かごしま県
のキャリアア を行った。 民交流セン
ッ プ 支 援 事 ・開催日 ６月５日，12月24日 ター男女共
業）  働く女性の異業種交流会 同参画推進

（薩摩川内市） 課
・開催日 ２月２日
・場 所 ホテルグリーンヒル
・参加者 45人

（鹿児島市）
・開催日 ２月９日
・場 所 城山ホテル鹿児島
・参加者 75人

（奄美市）
・開催日 ２月22日
・場 所 県立奄美図書館
・参加者 49人

 キャリアデザインセミナー
・内容

①講座Ⅰ ２月１日 97人
※公開講座

②講座Ⅱ ２月16日 29人
③講座Ⅲ ２月23日 31人

・場所 ①～③マルヤガーデンズ
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【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資料作成・  パンフレット｢じんけんハンドブック」 人権同和対
事業 配布 ・作 成 部 数 46,000部 策課

・主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

講演会・研修会  人権啓発管理者研修会
等の開催 ・開 催 日 １月16日，17日

・場 所 県庁講堂
・参加者数 263人

【商工労働水産部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

仕事と家庭両 ファミリー・サ  啓発用リーフレットの作成 雇用労政課
立支援事業 ポート・センタ ・作成部数 4,000部

ーの設置促進 ・配 布 先 市町村，ハローワーク，
県内事業所等

 県ホームページや広報誌等における周知啓発
 未設置市町村への指導・助言

子育て応援企 かごしま子育て  「かごしま子育て応援企業」の登録
業登録事業 応援企業の登録 登録数 584社（R2.3.31現在）

・紹介  「かごしま子育て応援企業」の紹介
・県ホームページ
・県広報誌・広報番組等

 制度の普及促進
・募集チラシの作成・配布（2,000部）
・登録企業紹介リーフレットの作成・配布（500部）
・県広報誌・広報番組等
・未登録企業への登録依頼文書の発送（約1,000社）

労使関係近代 雇用労働者の労  県内1,000事業所を対象に労働条件実態調
化促進事業 働条件の実態 査を実施し，実態の把握

調査

広報による普及  広報誌「労働かごしま」等による関係施策
・啓発 や関連行事等の周知，普及・啓発

・かごしま子育て応援企業登録制度
（４，10，２月）

・女性活躍推進法(１月)
・職場のハラスメント対策（８月）
・両立支援等助成金（８月）
・ファミリー・サポート・センター（２月） など

（隔月 1,900部発行）

雇用セーフテ 職業訓練  母子家庭等の母等を対象とした職業訓練ビ
ィネット対策 ジネス実務科
事業の一部 ・修了者 ７人

漁業生産の担 活動実績発表  「青年・女性漁業者活動実績発表大会」 水産振興課
い手育成確保 大会 の開催
事業 女性漁業者の研 ・開催日 １月16日

究実践活動の発 ・場 所 かごしま県民交流センター
表と技術知識の ・内 容 活動実績の発表
研鑽を目的に実 （発表者３人，うち女性は１人）
施
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【国体・全国障害者スポーツ大会局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

第75回国民体 女子選手の競技  「燃ゆる感動かごしま国体」に向けた女性 競技力向上
育大会に向け 力向上とより良 アスリート支援に係る相談体制 対策課
た競技力向上 い競技環境作り ・相談窓口の開設
対策事業 への取組を図る ・チラシの配布

 第５回女性アスリート支援委員会
・期 日：令和２年１月23日（木）
・場 所：県庁14階会議室(14ｰＡｰ１)
・参加者：10人

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

県スポーツ推 女性スポーツ推  令和元年度，県内市町村の女性スポーツ推 保健体育課
進委員協議会 進委員の登用促 進委員は，1,088人中，291人であり，その割
の事業 進 合は26.7％であった。

（平成30年度26.3％）

部会・研修会の  スポーツ推進委員及び生涯スポーツ担当者
実施 等研修会

・開 催 日 ５月10日
・場 所 県総合体育ｾﾝﾀｰ体育館
・参加者数 208人(30年度254人)

 女性スポーツ推進委員部会研修会
・開 催 日 ７月５日
・場 所 県総合体育センター剣道場

※大雨による天候不良のため中止

人事管理事務 政策・方針決定  女性教員等に対する管理職任用標準試験の 教職員課
事業 過程への女性の 積極的な受験の促進や女性教職員の人材育

参画の拡大 成及び積極的な登用を進めている。

女性管理職数の推移

校 種 H28 H29 H30 R１

小 学 校 125人 134人 135人 141人

中 学 校 31人 34人 40人 40人

義務教育学校 - 1人 1人 1人

高 等 学 校 11人 15人 16人 20人

特 別 支 援 学 校 12人 10人 13人 15人

計 179人 194人 205人 217人

女性管理職の割合 10.5% 11.5% 12.2% 13.1%
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【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人事管理事務 あらゆる分野に  公立の小学校，中学校，義務教育学校，高 教職員課
事業 おける男女平等 等学校及び特別支援学校の校長・教頭・事務
(管理職研修 意識の啓発 長の管理職としての資質向上を図るための研
会) 修会を実施した。

・参加者数

職 名 H29 H30 R1

校 長 136人 148人 124人

教 頭 210人 236人 181人

事務長 77人 78人 78人

計 423人 462人 383人

人権教育推進 人権教育の充実  人権教育研修資料「なくそう差別 築こう 人権同和教
事業 明るい社会」（令和元年度版） 育課

・作 成 部 数 24,000部
・主な配付先 全教職員及び教育行政関係者

【警察本部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

女性被害者等 ストーカー，Ｄ  全所属を対象に，人身安全関連事案対処訓 生活安全企
保護総合対策 Ｖ巡回教養等の 練を開催し，ストーカー，ＤＶに関する教養 画課
事業 実施 を実施した。

 県下全域において関係機関連絡会議を開催
した。（各署担当者，88関係機関，市町村
担当者)

性犯罪指定捜査  性犯罪被害者の心理的負担の緩和を目的と 捜査第一課
員研修会の実施 して，性犯罪指定捜査員研修会を開催し，

性犯罪指定捜査員に指名された警察官に対
し，指定捜査員の役割と任務及び事情聴取
要領等の教養を実施した。

【性犯罪指定捜査員数】

H29 H30 H31

指 定
113人 116人 159人

捜査員数
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(2) 子ども

施策の基本方向 ア 子どもの人権についての啓発活動の推進
イ 心の教育の推進
ウ 児童虐待等への対応
エ いじめ，不登校等への対応
オ 相談体制の充実
カ 保育の充実

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

企画調整事業 県青少年対策本  県青少年対策本部会議（書面開催） 青少年男女
（連絡調整事 部会議，県青少  県青少年問題協議会 共同参画課
業） 年問題協議会を ・開催日 ５月28日

開催し，青少年
対策の総合的な
推進について協
議するととも
に，関係団体・
機関等が一体と
なった青少年育
成を推進

青少年育成指 各地域振興局・  青少年育成指導員の配置
導事業 支庁に青少年育 ・設置箇所 各地域振興局・支庁（７人）

成指導員を配置 ・内 容 運動の普及啓発を図るため，家
し，「郷土に学 庭や地域等が主体的に青少年を
び・育む青少年 育てる気風を盛り上げ，これら
運動」の普及啓 の取組等に対して側面からの支
発 援を行う。

｢郷 土に学 「郷土に学び・  「家庭の日」「青少年育成の日」の広報
ふるさと

び・育む青少 育む青少年運  青少年育成指導員等研修会の開催
年運動｣推進 動」の普及啓発 （参考）
事業 を図るための広 ・夏の「郷土に学び・育む青少年運動」

報啓発及び青少 （７月１日～８月31日）
年育成指導員の ・「郷土に学び・育む青少年運動」強調月間
資質向上のため （11月１日～30日）
の研修会等の実 ・春の「郷土に学び・育む青少年運動」
施 （３月11日～４月10日）

 少年の主張の作文募集及び県大会の開催
・作 文 応 募 数 3,501点
・県大会の開催 ８月４日

 広報誌の発行（3,300部×年２回）
 青少年育成指導者研修会(県内２か所）

（参考）
・青少年育成の日 毎月第３土曜日
・家庭の日 毎月第３日曜日

青少年団体連 県青少年団体連  かごしま少年リーダー事業
絡協議会補助 絡協議会（20団 ・開催日 ８月10日～11日
事業 体加盟）が企画 ・場 所 南さつま市金峰町

・実施する社会 ※荒天のため延期
参加活動事業 ※新型コロナウイルス感染拡大防

止のため中止
 子どもふれあい事業

・開催日 11月23日～24日
・場 所 桜島
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【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

若者自立支援 社会生活を円滑  かごしま子ども・若者総合相談センター（ひ 青少年男女
対策推進事業 に営む上での困 きこもり地域支援センター）の運営 共同参画課

難を有する子ど ・設置場所 県青少年会館
も・若者に対す ・設置時期 平成22年７月１日
る総合相談窓口 ・運営組織 県青少年育成県民会議
及び支援地域協 ・業務内容 相談（電話・面接・メール），
議会の運営並び 関係機関・団体の紹介・案内，
に自立支援策の 巡回相談会 の実施（６回実施，
展開など 令和２年３月末現在）

・相談件数513件（令和２年３月末現在）
 かごしま子ども・若者支援地域協議会の運

営
・設立時期 平成22年７月１日
・構成機関・団体 25機関・団体（令和２年３月31日現在）
・代 表 者 会 議 ５月29日
・実務者連絡会議 7月17日（２回），2月19日

 各種啓発活動などの実施
ａ 保護者等への講演会

開催日 場 所 参加者数

５月30日 南九州市（南九州コミュニティセンタ 341人
ー知覧文化会館）

10月１日 西之表市 38人
（西之表市民会館）

10月23日 瀬戸内町 74人
（瀬戸内町物産館）

11月28日 霧島市（シビックセンター） 160人

２月18日 伊仙町（農業支援センター） 18人

２月28日 志布志市
（市役所志布志支所） -

※新型コロナウイルス感染 拡大防
止のため中止

計 631人

ｂ 支援関係者のための研修会

開催日 場 所 参加者数

7月10日 県青少年会館 27人

8月28日 県民交流センター 358人

11月22日 県民交流センター 119人

12月11日 社会福祉センター別館 29人

12月20日 県民交流センター 23人

ｃ 子ども・若者自立支援活動促進事業の実
施（ＮＰＯ等への再委託）
・事業実施団体数 10団体
・事業実施期間 令和元年７月から

令和２年３月まで
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【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資料作成・  パンフレット｢じんけんハンドブック」 人権同和対
事業 配布 ・作 成 部 数 46,000部 策課

・主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

【くらし保健福祉部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

児童虐待防止 子ども虐待防止  開催状況 子ども家庭
対策関連の事 ネットワーク会 ・開催日 ５月30日 １回開催 課
業 議の開催 ・協議内容

平成30年度児童虐待相談の状況
令和元年度児童虐待防止関係事業について
情報交換及び協議 等

 開催状況
子どもＳＯＳ地 ・７地区で９回開催
域連絡会議の開 ・協議内容
催 平成30年度児童虐待相談の状況

要保護児童対策地域協議会の運営について

 児童を有する家庭等の悩み，問題等に対し，
子ども・家庭 子ども・家庭11 電話による相談を通じ，早期に適切な援助を
110番設置事 0番の運営 行う。
業 ・相談件数 837件

子ども・子育 保育所特別保育  開催状況 ･ 子育て支援
て支援総合対 事業等研修会の 開催日 ２月26日～27日 課
策事業 実施 ・参加者 213人（県内保育所の保育士等）

・研修内容
保育現場における人権の理解，
障害児保育について 等

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

スクールソー いじめ，不登校， スクールソーシャルワーカー（SSW）と福 義務教育課
シャルワーカ 暴力行為等の課 祉機関等との連携による問題行動等の改善及
ー活用事業 題に応じた相談 び教育相談体制の充実を図った。

・情報提供等に ・委託地域 ６町村
よる問題行動等 ・内 容 ＳＳＷを活用した様々な環境に
の改善及び関係 対する働きかけ
機関との連携, ＳＳＷを中核とした効果的な連携
保護者・教職員 ケース会議を通した業務推進 等
への支援体制整
備

スクールカウ スクールカウン  スクールカウンセラーを配置し，相談体制 義務教育課
ンセラー配置 セラーの配置 の充実を図った。 高校教育課
事業 ・派遣対象校 小 学 校 502校

中 学 校 214校
義務教育学校 3校
県立高等学校 31校



25 ３ 分野別施策の推進 (2) 子ども

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

いじめ防止対 いじめ防止対策  生徒指導アドバイザー及びいじめ問題等相 義務教育課
策推進事業等 談員の派遣，「いじめ対策リーフレット」及 高校教育課

び「いじめ対策必携」の配布，「いじめ問題
を考える週間」の展開，地区別中学校生徒指
導担当者研修会を実施し，いじめ防止対策に
努めた。

生徒指導の充実  生徒指導推進会議（鹿児島県生活指導研究協議会研究大会）
・開 催 日 11月８日

 地区別高等学校生徒指導連絡協議会
・年２回，７地区で実施

県臨床心理相談  県臨床心理相談員を派遣し，相談体制の充
員の派遣 実を図った。

・派遣対象校 県立高等学校 13校

子供のこころの 高等学校への臨  臨床心理士等又は臨床心理士に準ずる者を 高校教育課
SOS相談事業 床心理士等派遣 高等学校に派遣し，生徒の自殺対策の強化や

問題行動等の解決を図った。
・派遣対象校

県立高等学校 20校

人権教育推進 人権教育の充実  人権教育研修資料「なくそう差別 築こう 人権同和教
事業 明るい社会」（令和元年度版） 育課

・作 成 部 数 24,000部
・主な配付先 全教職員及び教育行政関係者

【警察本部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

警察活動費 被害少年支援及  少年事件処理担当者を対象として人権に配 少年課
び児童虐待防止 慮した被害少年支援及び児童虐待事案への対
対策 応等に関する研修会を実施した。

・開催日５月12日 参加者40人

スクールサポー  鹿児島市内三署，鹿屋署，霧島署及び薩
ター制度の充実 摩川内署に加えて，平成29年４月から南九

州署，日置署，姶良署，志布志署，奄美署
の５署にそれぞれ一人ずつスクールサポー
ターが配置され，県下で11人のスクールサ
ポーターが「学校と警察の橋渡し役」とし
て，児童生徒の安全確保等に努めた。

○新



26３ 分野別施策の推進 (3) 高齢者

(3) 高齢者

施策の基本方向 ア 高齢者の人権についての啓発活動の推進
イ 福祉教育の推進
ウ 高齢者の権利擁護の推進
エ 世代間交流の充実
オ 「老人の日・老人週間」等を通じた啓発
カ 高齢者の雇用・就業機会の確保
キ バリアフリーの推進

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資料作成・  パンフレット｢じんけんハンドブック」 人権同和対
事業 配布 ・作 成 部 数 46,000部 策課

・主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

【企画部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

鉄道駅バリア 鉄道駅のバリア  バリアフリー化の整備に要する経費を補助 交通政策課
フリー化推進 フリー化整備に ・上伊集院駅(工事)
事業 要する経費を補

助する

【くらし保健福祉部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

鹿児島シルバ 鹿児島シルバー  高齢者やその家族が抱える保健・医療・福 高齢者生き
ー110番設置 110番の設置 祉等に関わる心配ごとや悩みごとについて， 生き推進課
事業 総合的な相談に応じるとともに，各種情報の

提供等を行った。
・相談件数 825件

高齢者虐待防 高齢者虐待防止  推進体制の整備 介護保険室
止推進事業 の推進・啓発 ａ 高齢者虐待防止推進会議の設置・開催

・開 催 日 10月９日
・協議内容 県・市町村及び関係機関・団体にお

ける高齢者虐待防止への取組について
 各種研修会の開催

ａ 施設職員向け研修
(a) 権利擁護推進員養成研修

・開催期間 ９月25日～26日
10月～11月(職場での実践活動)
12月５日～６日

・修了者数 44人
(b）看護実務者研修

・開催期間 ７月23日～24日
・修了者数 74人

(c）看護指導者養成研修(外部研修派遣)
・開催期間 11月27日～11月29日
・修了者数 ２人

ｂ 市町村等職員向け研修
（a）高齢者虐待防止研修

・開催期間 12月18日～20日
・修了者数 48人



27 ３ 分野別施策の推進 (3) 高齢者

【くらし保健福祉部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

高齢者虐待防 高齢者虐待防止  啓発資料作成・配布 介護保険室
止推進事業 の推進・啓発 ａ リーフレット(みんなで防ごう！高齢者虐待)

・作成部数 25,000部
・主 な 配 布 先 県機関,市町村,警察,国,関係団体等

 広報誌等による啓発
ａ 県ホームページによる啓発

・高齢者虐待の状況

すこやか長寿 高齢者の人権尊  「老人の日・老人週間」キャンペーン 高齢者生き
社会運動推進 重の啓発等 要綱の送付 生き推進課
事業 ・送付先 県出先機関，市町村(鹿児島市を除く) ，

庁内関係課

【商工労働水産部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

高年齢者就業 シルバー人材セ  鹿児島県シルバー人材センター連合会への 雇用労政課
機会確保事業 ンター事業の発 運営費等補助を行った。

展・拡充及び高  シルバー人材センターの設立促進，指導検
年齢者の雇用促 査等を行った。
進対策 ※シルバー人材センターの設置状況（R2.3.31現在）

36センター 36市町

【土木部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人にやさしい 歩道の段差解消  歩道段差解消計画箇所数 9,640箇所 道路維持課
道づくり事業 ・令和元年度整備 158箇所

・令和元年度末整備 413箇所
（整備率 4%）

県営住宅建設 県営住宅の整備  県営住宅の新築及び既設公営住宅改善にお 住宅政策室
事業 いて，床の段差解消や手すりの設置等のバリ
既設県営住宅 アフリー化を行った。
改善事業 （令和元年度実績）

新 築 64戸
住戸改善 288戸

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育の充実  人権教育研修資料「なくそう差別 築こう 人権同和教
事業 明るい社会」（令和元年度版） 育課

・作 成 部 数 24,000部
・主な配付先 全教職員及び教育行政関係者



28３ 分野別施策の推進 (4) 障害者

(4) 障害者

施策の基本方向 ア 障害者の人権についての啓発活動の推進
イ 福祉教育の推進
ウ 「障害者週間」を通じた啓発
エ 障害者の権利擁護の推進
オ 特別支援学校等における教育の充実
カ 障害者の雇用・就業機会の確保
キ 雇用の場における人権の擁護
ク バリアフリーの推進

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資料作成・  パンフレット｢じんけんハンドブック」 人権同和対
事業 配布 ・作 成 部 数 46,000部 策課

・主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

車いすバスケッ  車いすバスケットボール体験教室の開催
トボール体験教 ・委託先 県車いすバスケットボール連盟
室 ・実 施 ４回

【企画部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

鉄道駅バリア 鉄道駅のバリア  バリアフリー化の整備に要する経費を補助 交通政策課
フリー化推進 フリー化整備に ・上伊集院駅(工事)
事業 要する経費を補

助する

【くらし保健福祉部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

障害のある人 条例の普及啓発  リーフレットの配布 障害福祉課
もない人も共  広報誌，県政広報番組及びホームページ等
に生きる鹿児 の活用
島づくり事業 ・福祉のまちづくり広報誌（ありば）

・県ホームページ
 リーフレット等の配布による街頭啓発キャ

ンペーンの実施
・10/９～10アミュ広場

 障害者差別解消推進功労者の表彰
・障害者保健福祉大会において実施
・被表彰者 １団体



29 ３ 分野別施策の推進 (4) 障害者

【くらし保健福祉部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

障害のある人 条例の普及啓発  各種研修等での説明 障害福祉課
もない人も共 ・回数 12回（R元.12末）
に生きる鹿児  事業所等の個別訪問
島づくり事業 ・回数 262回（R元.12末）

相談員による相  相談員による相談対応
談対応 ・相談員数 ３名

・配置場所 ３か所
・相談件数 112件（R元.12末）

障害者差別解消  障害者差別解消支援協議会の開催
に係る協議会の ・期 日 12月25日
開催 ・場 所 県庁行政庁舎18階 特別会議室

・参加者 県，鹿児島労働局，障害者団体，
各種事業者，学識経験者 等

・内 容 普及啓発・相談対応について，障
害者差別の解消に向けた取り組み
状況について等

福祉のまちづ 福祉のまちづく  広報誌により思いやりの心をはぐくむ心の
くり推進事業 り広報誌の発行 バリアフリー化等に関する普及啓発に努め

た。
・福祉のまちづくり広報誌（ありば）
・年２回発行，各5,000部

障害者保健福 障害者保健福祉  大会を開催することにより，県民に障害や
祉大会開催事 大会の開催 障害者に対する理解と認識の普及啓発に努め
業 た。

・参加者 約400人

障害者の明る 「障害者110番」  電話による常設相談窓口を設置し，障害者
いくらし促進 の運営 の人権問題等の相談に対応した。
事業 ・相談件数 508件(R2.1月現在)

こども総合療 街頭キャンペー  「世界自閉症啓発デー」に合わせ，啓発リ
育センター運 ン ーフレットを配布した。
営事業 ・期日 ４月２日

・場所 イオンモール鹿児島
・部数 約1,200部

 鹿児島ユナイテッドFCホームゲームにおい
てリーフレットの配布，場内アナウンスにて
啓発を行った。
・期日 ４月７日
・場所 白波スタジアム
・部数 約1,000部

ライトアップ  「世界自閉症啓発デー」に合わせ，ブルー
のライトアップを行った。
・期日 ４月２日～８日
・場所 かごしま水族館

甲突川橋梁
ドルフィンポートなぎさタワー
アミュプラザ観覧車



30３ 分野別施策の推進 (4) 障害者

【くらし保健福祉部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

障害者虐待防 障害者虐待防止  障害者虐待防止研修会を開催した。 障害福祉課
止対策支援事 ・権利擁護の推 ・期 日 ①令和２年１月８日
業 進・啓発 ②令和２年１月９日

③令和２年１月30日
・場 所 ①ウェルビューかごしま

②ウェルビューかごしま
③大島支庁

・参加者数 ①379人
②281人
③ 58人

 障害者虐待防止制度の周知
リーフレット「障害者虐待防止法」を作成，

配布した。
・部数 3,000部

 県障害者権利擁護センターの運営
・設置月日 平成24年10月１日
・業務内容

障害者虐待に関する通報，届出の受理，障
害者虐待の防止及び障害者支援に関する情
報の提供等

【商工労働水産部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

障害者職業能 鹿児島障害者職  鹿児島障害者職業能力開発校における障害 雇用労政課
力開発校費 業能力開発校に 者に対する職業訓練の実施

おける職業訓練
の実施 R2.4月末現在 （単位：人）

区 分 施設内 委託訓練

訓練科 7 11

定 員 100 99

入校者 54 70

修了者 40 59

就業者 28 19

障害者雇用促 障害者の雇用促  ９月を「障害者雇用支援月間」と定め，(独)
進事業 進 高齢・障害・求職者雇用支援機構鹿児島障

害者職業センターとの共催で，障害者雇用
支援運動を実施し，県民及び事業主に理解
と協力を求めた。

ａ 障害者雇用支援・激励大会の実施
・参加者 約180人

ｂ 障害者雇用優良事業所・優秀勤労障害者
知事表彰
・企 業 ２社
・個 人 ２人

ｃ 街頭キャンペーンの実施



31 ３ 分野別施策の推進 (4) 障害者

【商工労働水産部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

障害者雇用促 障害者の雇用促  障害者就業開拓推進員を配置し，障害者の 雇用労政課
進事業 進 就職の支援を行うとともに，公共職業安定所

が主催する障害者就職面接会を支援・協力
し，障害者の雇用促進に努めた。

 障害者の雇用経験のない企業において障害
者の雇用体験を行う「企業による障害者雇用
体験事業」を実施し，雇用の拡大を図った。

【土木部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

建設業指導監 建設工事入札参  令和２年度の県建設工事入札参加資格審査 監理課
督事業 加資格格付 において，障がい者を雇用している建設業

者を評価した。

人にやさしい 歩道の段差解消  歩道段差解消計画箇所数 9,640箇所 道路維持課
道づくり事業 ・令和元年度整備 158箇所

・令和元年度末整備 413箇所
（整備率 4%）

県営住宅建設 県営住宅の整備  県営住宅の新築及び既設公営住宅改善にお 住宅政策室
事業 いて，床の段差解消や手すりの設置等のバリ
既設県営住宅 アフリー化を行った。
改善事業 （令和元年度実績）

新 築 64戸
住戸改善 288戸

【国体・全国障害者スポーツ大会局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

「燃ゆる感動 県民への周知・  かごしま国体・かごしま大会（以下，両大 全国障害者
かごしま国体 広報（両大会ホ 会）には，選手・役員・観覧者として，全 スポーツ大
・かごしま大 ームページ掲 国から多くの障害者の来県が予想されるた 会課
会」開催準備 載） め，駅・バス停，街中で，困っている障害
事業 者を見かけた場合の接し方や手伝いのポイ

ントを資料としてまとめ，両大会ＨＰに掲
載し，広く県民に周知・広報を行った。

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

現職教員等研 訪問教育等担当  訪問教育担当教員の資質向上を目指して研 義務教育課
修事業 教員研修 究協議，実技研修を実施した。

・開 催 日 ６月13日～14日
・場 所 県総合教育センター
・参加者数 42人



32３ 分野別施策の推進

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

現職教員等研 特別支援学級等  初めて特別支援学級又は通級指導教室を担 義務教育課
修事業 新任担当教員研 当する教員に対して特別支援教育の基礎的事

修会 項，学習方法等について，各２日間の研修を
（２回） 実施した。

担任・担当 開催期間 参加者数

特別支援学級 ５月16日～17日 325人

通級指導教室 ５月 9日～10日 24人

・場所 県総合教育センター

人権教育推進 人権教育の充実  人権教育研修資料「なくそう差別 築こう 人権同和教
事業 明るい社会」（令和元年度版） 育課

・作 成 部 数 24,000部
・主な配付先 全教職員及び教育行政関係者
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(5) 同和問題

施策の基本方向 ア 同和問題についての教育・啓発活動の推進
イ 隣保館活動の推進
ウ えせ同和行為の排除
エ 差別事象への対応
オ 企業における公正な採用選考の促進

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資料作成・ パンフレット｢じんけんハンドブック」 人権同和対
事業 配布 ・作 成 部 数 46,000部 策課

・主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

講演会・研修会  人権啓発指導者等研修会
等の開催 ａ 南薩地域人権啓発指導者等研修会

・開 催 日 ９月７日
・場 所 南薩地域振興局
・参加者数 50人

ｂ 北薩地域人権啓発指導者等研修会
・開 催 日 ８月23日
・場 所 北薩地域振興局
・参加者数 87人

ｃ 熊毛地域人権啓発指導者等研修会
・開 催 日 ７月１日
・場 所 熊毛支庁
・参加者数 90人

 県人権啓発フェスティバル
・開 催 日 12月１日
・場 所 伊佐市文化会館
・参加者数 823人

 地域人権啓発フェスティバル

開催日 場 所 参加者数

２月１日 西之表市 200人

11月23日 垂水市 38人

11月24日 奄美市 180人

行政職員等研修  県職員に対する研修
・参加数 6,251人

人権同和問題地区別研修会
本庁･各地域振興局等：30会場
所属単位の研修会
病院･農業開発センター等：12会場
運動団体主催研修会への職員参加
管理者研修会(部課長級人権同和問題研修会)等

研修専門員設置  各種機関・団体等主催研修会へ研修専門員
(２人)を派遣
・派 遣 先

国の機関（国道事務所等），市町村，社会
福祉協議会，企業，公民館，その他(専門学
校,農協,漁協 など)

・派遣回数 延べ 153回
・受講者数 10,963人



34３ 分野別施策の推進 (5) 同和問題

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 その他啓発活動  懸垂幕の掲示 人権同和対
事業 ・時期 人権同和問題啓発強調月間（８月） 策課

人権週間（12月４日～10日）
・場所 各地域振興局等

 人権に関するポスターコンクール開催
 人権に関するポスター展

・開催日 12月４日～10日
・場 所 山形屋

 人権啓発ＤＶＤの新規購入及び貸出
・新規購入ＤＶＤ ４本
・貸出実績 66件(108本)
・保有数

ビデオ･ＤＶＤ 291本
16ミリフイルム 59本

人権啓発交流 隣保館活動等推  隣保館の運営費補助(補助対象市町:4市町 8館)
事業 進事業 隣保館活動に対する指導助言を行うととも

に，運営費に対する助成を行った。
 隣保館連絡協議会への助成等

・全国隣保館連絡協議会
・県隣保館連絡協議会

人権啓発に係る  県人権同和問題啓発推進協議会の開催
推進協議会の開 ・日 時 ５月22日
催 ・場 所 県庁会議室

・参加者 県，鹿児島労働局，各種経済団体，
運動団体 等

・内 容 各団体の啓発活動(H30)の実績
各団体の啓発活動(R元)の計画
平成30年中における人権侵犯事件
の状況

「えせ同和行為への対応」につい
て（講師：鹿児島地方法務局）

 県同和対策連絡協議会の開催
・日 時 ５月28日
・場 所 県庁会議室
・参加者 県，14市町
・内 容 人権啓発活動事業報告(H30)

人権啓発活動事業計画(R元)
政府等に対する要望，役員改選

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育の充実  人権教育研修資料「なくそう差別 築こう 人権同和教
事業 明るい社会」（令和元年度版） 育課

・作 成 部 数 24,000部
・主な配付先 全教職員及び教育行政関係者

 人権教育授業実践研修会
人権同和教育担当者等を対象に，研究授業

等を通して人権教育の指導方法等の工夫・
改善を図った。

・開 催 日 ５～７月
・場 所 県内６会場
・対 象 公立小・中・義務教育学校・高

等学校及び特別支援学校
・参加人数 166人
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【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育の充実  県人権同和教育基礎講座 人権同和教
事業 教職員及び教育行政関係者等を対象に人権 育課

教育の入門講座を開催した。
・開 催 日 ６月５日
・場 所 宝山ホール
・参加者数 794人

 課題別研究会
同和問題をはじめとする様々な人権課題の

解決を目的とした研究会を実施した。
ａ 課題別研究会「進路保障」

・開 催 日 ６月26日
・場 所 西之表市民会館ホール
・参加人数 70人

ｂ 課題別研究会「地域とつながる人権教育」
・開 催 日 10月16日
・場 所 薩摩農村環境改善センター，

薩摩中央公民館
・参加人数 253人

ｃ 課題別研究会「部落問題学習」
・開 催 日 １月22日
・場 所 いちきアクアホール
・参加人数 255人
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(6) 外国人

施策の基本方向 ア 外国人の人権についての啓発活動の推進
イ 国際理解教育の推進
ウ 相談体制の充実
エ 外国人にやさしい街づくりの推進

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資料作成・  パンフレット｢じんけんハンドブック」 人権同和対
事業 配布 ・作 成 部 数 46,000部 策課

・主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

講演会・研修会  人権同和問題県民のつどい
等の開催 ・開催日 ２月４日

・場 所 鹿児島市民文化ホール
・参 加 者 数 700人
・講 師 鈴木ひとみ（人権啓発講師／アテ

ネパラリンピック射撃日本代表）
・演 題 みんな一人の価値ある人間です～

生まれ・障がい・性別で変わるも
のではないはず～

【ＰＲ・観光戦略部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

国際交流プラ 情報収集提供機  ホームページ（日本語・英語・中国語・韓 国際交流課
ザ設置事業 能の拡充 国語）の各種情報の随時更新

 Facebookを活用した情報提供
 図書等の充実・提供

広報出版活動の  英文情報誌(｢South Wing｣)の発行
充実 ・発行回数 年１回

・発行部数 800部

国際理解の推進  外国語・文化講座等の開催
ａ 県国際交流員による文化講座

・実施回数 ４回
ｂ 在住外国人による公募型国際理解講座

・実施回数 ２回
ｃ 児童・生徒向け国際理解講座
(a)来て，見て，知って国際理解ミニ 講座

・実施回数 ２回
(b)英語絵本の読み聞かせ講座

・実施回数 ７回
ｄ 一般向け国際理解講座
・実施回数 ９回

ｅ ランチタイム・イングリッシュ・クラブ
・実施回数 26回（毎週金曜日）

ｆ 中国語ランチタイムトーク
・実施回数 21回（毎週火曜日）

ｇ 韓国語ランチタイムトーク
・実施回数 34回（毎週水曜日）

 国際理解プログラム事業の実施
「協力隊ＯＢと留学生が先生」事業

・派遣学校 36校
 国際理解教材の整備・貸出し

・民族衣装 11回
・国 旗 9回
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【ＰＲ・観光戦略部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

国際交流プラ 在住外国人との  国際交流活動の促進 国際交流課
ザ設置事業 交流促進及び支 ａ 在住外国人との交流活動への後援

援 ・後援件数 11件
ｂ 在住外国人との交流活動の共催

・共催件数 ０件
ｃ 地域国際交流促進事業
・件 数 ２件

 在住外国人の支援
ａ 在住外国人日本語・日本文化理解講座

・水曜日午前クラス 30回
（毎週水曜日，５月～２月）

・木曜日夜間クラス 30回
（毎週木曜日，５月～２月）

 外国人による日本語スピーチコンテスト
・実施回数 １回（予選，本選）

 県民の海外との交流に関する相談，留学等
の相談対応
・外国人相談件数 10件（9月末まで）
・日本人相談件数 162件

 留学生への支援
留学生支援資金貸付制度の運営
・貸付件数 ０件

 多文化共生地域づくり事業
・実施回数 ２回
・モデル地区における日本語・日本理解講座 ６回

国際交流組織の  国際交流・協力活動への助成
連携・支援の強 ・助成金交付 ２団体
化  市町国際交流協会及び国際交流団体とのネ

ットワークの推進
・「鹿児島県国際交流・協力団体メーリング
リスト」を活用

【商工労働水産部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

かごしま多文 外国人総合相談  在留外国人に対する多言語での情報提供や 外国人材受
化共生社会推 窓口の設置 相談を行う「外国人総合相談窓口」を設置し 入活躍支援

進事業 た。 課
・開設日 10月４日
・設置場所

かごしま県民交流センター１階国際交流プ
ラザ内

・開所日時
原則，火～日曜日
午前９時～午後５時

・相談体制 相談員２人
（ベトナム人１人，日本人１人）

・相談件数
254件

多文化共生社会  外国人が住みやすい地域づくりに向けた取 外国人材受
推進会議の開催 組の促進を図るため，市町村や市町村国際交 入活躍支援

流団体を対象に，推進会議を開催した。 課（国際交
・期日 ８月30日 流 課 と 共
・場所 かごしま県民交流センター 催）
・内容 県の取組の説明，市町村取組事例発

表，多文化共生に係る意見交換等

○新

○新
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【商工労働水産部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

かごしま多文 日本語・日本理  県内２市をモデル地区として選定し，在住 外国人材受
化共生社会推 解講座の実施 外国人を対象とした日本語・日本理解講座を 入活躍支援

進事業 実施した。 課
ａ 枕崎市

・実施時期 11月～12月（５回開催）
・受講者数 40人

ｂ 出水市
・実施時期 ２月（４回開催）
・受講者数 28人

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育の充実  人権教育研修資料「なくそう差別 築こう 人権同和教
事業 明るい社会」（令和元年度版） 育課

・作 成 部 数 24,000部
・主な配付先 全教職員及び教育行政関係者

【警察本部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

国際化対策事 外国語委託教育  職員の語学能力の向上及び国際理解を深め 警務課
業 るため，民間語学学校に委託し，英語・中国

語・韓国語に対する外国語委託教養を実施し
た。

○新
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(7) ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等
〔ＨＩＶ感染者等〕

施策の基本方向 ア ＨＩＶ感染症等に関する啓発活動の推進
イ エイズ教育の推進
ウ 相談体制の充実
エ 人権侵害への対応

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資料作成・  パンフレット｢じんけんハンドブック」 人権同和対
事業 配布 ・作 成 部 数 46,000部 策課

・主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

【くらし保健福祉部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

普及・啓発事 ＨＩＶ感染者等  エイズ予防普及啓発講演会を開催し，主に 健康増進課
業 に対する差別や 高校生に対して，ＨＩＶ感染者等に対する差

偏見のない社会 別や偏見の解消を図った。
づくりの推進 ・実施保健所 県内４保健所

・参 加 者 数 1,243人(高校生,教職員,保健所職員)
 一般県民にエイズ予防パンフレット等を配

布し，人権問題を含めた正しい知識の啓発を
行った。
・パンフレット，エイズ啓発用グッズ等を
街頭キャンペーン等で配布

（各10,000部）

相談・指導者 ＨＩＶ感染者等  カウンセラー派遣事業
養成事業 に対する相談体 臨床心理士であるエイズカウンセラーを派

制づくりの推進 遣し，ＨＩＶ感染者・エイズ患者及び家族等
の心理的支援を行った。
･ 実績 ５件

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 学校教育活動全  公立小・中・義務教育学校・高等学校・特 保健体育課
事業 体を通じた取組 別支援学校では，年間指導計画に基づき，保

健学習，学級活動（ＬＨＲ）等で発達の段階
に応じた取組を行った。

人権教育推進 人権教育の充実  人権教育研修資料「なくそう差別 築こう 人権同和教
事業 明るい社会」（令和元年度版） 育課

・作 成 部 数 24,000部
・主な配付先 全教職員及び教育行政関係者
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〔ハンセン病患者・元患者等〕

施策の基本方向 ア ハンセン病に関する啓発活動の推進
イ 社会復帰に向けた支援
ウ 人権侵害への対応

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資料作成・  パンフレット｢じんけんハンドブック」 人権同和対
事業 配布 ・作 成 部 数 46,000部 策課

・主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

【くらし保健福祉部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

ハンセン病対 ハンセン病元患  広報による普及啓発活動 健康増進課
策事業 者等に対する差 県広報誌等を活用し，正しい知識の普及啓

別や偏見のない 発を行った。
社会づくりの推 ・県ホームページ
進 ・「ハンセン病問題を正しく理解する週間」

に係る啓発展示
(鹿児島市,日置市，鹿屋市,奄美市(2)の
５会場)

 ハンセン病問題啓発講演会の開催
ａ 保健所主催により，療養所入所者等を講

師として，体験談等を話してもらうことに
より，一層の普及啓発を図った。
・開催回数 ６保健所で７回
・参加者数 1,800人

ｂ 健康増進課主催で，県政出前セミナーと
して「ハンセン病問題」について講話を行
い，普及啓発を図った。
・開催回数 １回
・参加者数 19人

 県庁舎訪問・県内めぐりの実施
療養所入所者を県庁舎や霧島方面に招待す

る事業を通して，これらの方々の社会参加・
社会復帰の促進を図った。
・開 催 日 10月10日～11日
・参加者数 11人

 親子療養所訪問の実施
県内に住む親子を対象に，県内療養所の施

設見学や入所者との交流の場を提供した。
ａ 星塚敬愛園

・開催日 ７月31日
・参加者 112人

ｂ 奄美和光園
・開催日 ８月８日
・参加者 28人

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育の充実  人権教育研修資料「なくそう差別 築こう 人権同和教
事業 明るい社会」（令和元年度版） 育課

・作 成 部 数 24,000部
・主な配付先 全教職員及び教育行政関係者
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(8) 犯罪被害者等

施策の基本方向 ア 犯罪被害者等の人権についての啓発活動の推進
イ 犯罪被害者等に対する支援の充実

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

くらし安全・ 犯罪被害者等支  課内に「犯罪被害者等支援総合窓口」を くらし共生
安心まちづく 援総合窓口での 設置し，県の施策や個別相談窓口の案内等 協働課
り推進事業 相談受理業務 を行った。

犯罪被害者等に  ９月４日，県庁講堂において，防犯・交通
対する支援意識 ・犯罪被害者等支援の３部門による「鹿児島
の高揚 県くらし安全・安心県民大会」を開催した。

犯罪被害者等支  １月23日，庁内関係各課及び県警察の担当
援庁内連絡会議 者を集めて，犯罪被害者等支援に対する共通
の開催 の理解と認識を持ち，連携を深めるための庁

内連絡会議を開催した。

市町村犯罪被害  11月28日，各市町村の犯罪被害者等施策主
者等施策主管課 管課の担当者を集めて，犯罪被害者等支援に
担当者等会議の 対する共通の理解と認識を保ち，相互の連携
開催 を深めるための会議を開催した。

犯罪被害者週間  11月25日に開催された（公社）かごしま犯
（11月25日～12 罪被害者支援センター主催の「犯罪被害者週
月１日）におけ 間オープニングキャンペーン」を共催した。
る取組  11月28日に開催された（公社）かごしま犯

罪被害者支援センター主催の「犯罪被害者支
援フォーラム2019inかごしま」を共催した。

広報啓発  県ホームページ更新のほか，警察庁が発信
する「犯罪被害者等施策メールマガジン」を
各市町村等へ情報提供した。

性犯罪・交通 「性暴力被害者  ワンストップ支援センター機能の充実・強
事故被害者等 サポートネット 化を図るため，フラワーに専門のコーディネ
支援事業 ワークかごし ーターを配置した相談拠点を設置し，性暴力

ま」（通称：「F 被害者等の相談対応を行った。
LOWER」）の運  性暴力被害者に対する病院等への付添支援
用 等やカウンセリング等の医療費及び弁護士相

談に係る費用の公的負担を行った。
 性暴力被害者の支援の質の向上を図るた

め，２月14日，県警察の性犯罪指定捜査員研
修会において，事業概要等について説明した。
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予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

性犯罪・交通 「性暴力被害者  広報啓発活動の一環として，県民向けの「F くらし共生
事故被害者等 サポートネット LOWER」リーフレット，ポケットカードを街 協働課
支援事業 ワークかごし 頭キャンペーン等で配布した。

ま」（通称：「F
LOWER」）の運 （リーフレット）
用 表面

裏面

（ポケットカード）
表面

裏面
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【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資料作成・  パンフレット｢じんけんハンドブック」 人権同和対
事業 配布 ・作 成 部 数 46,000部 策課

・主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育の充実  人権教育研修資料「なくそう差別 築こう 人権同和教
事業 明るい社会」（令和元年度版） 育課

・作 成 部 数 24,000部
・主な配付先 全教職員及び教育行政関係者

【警察本部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

被害者支援等 「命の大切さを  県内の中・高校生を対象として，令和元年 相談広報課
対策事業 学ぶ教室」講演 度中８回，各学校において生徒3,880人に対

事業 し「命の大切さを学ぶ教室」を実施した。

被害者支援に関  警察学校において専科教養学生に対し被害
する研修会等の 者遺族による講話を実施した。
実施や参加  県では県犯罪被害者等支援連絡協議会を７

月23日に開催し，各警察署でも被害者支援ネ
ットワークの総会を開催した。（令和元年度
21回）

 犯罪被害者による特別講演会の開催のほ
か，犯罪被害者支援フォーラムに職員や関係
機関団体も参加し，聴講した。

 県警察被害者支援推進委員会及び幹事会
（５月22日）を開催した。

 県犯罪のない安全で安心なまちづくり県民
会議，県交通安全県民運動推進協議会の合同
主催，県犯罪被害者等支援連絡協議会共催に
よる「鹿児島県くらし安全・安心県民大会」
（９月４日，県庁講堂）を開催した。

 検察庁，法テラス，(公社)かごしま犯罪被
害者支援センター，鹿児島保護観察所，県女
性相談センター，県民生活課，県弁護士会，
県警の８者による連絡会議を実施した。

犯罪被害者週間  （公社）かごしま犯罪被害者支援センター
（11月25日～12 主催の「犯罪被害者週間オープニングキャン
月１日）中にお ペーン」，「犯罪被害者支援フォーラム2019i
ける各種取組み nかごしま」に共催として実施した。

 各種広報媒体や会合を活用しての被害相談
窓口や犯罪被害給付制度の広報に努めた。
※広報媒体

ＨＰ，新聞，警察広報紙等
※各種会合

被害者支援ネットワーク等
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【警察本部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

被害者支援等 広報啓発資料等  （公社）かごしま犯罪被害者支援センター 相談広報課
対策事業 の作成・配布 と連携し，各種イベントにおいて広報啓発

活動を実施した。
 職員を対象に被害者支援体験記の募集を行

い，優秀作品について職員に配布し，意識
の向上に努めた。

 警察庁作成のパンフレットを各種会議で配
布し，警察の被害者支援活動を広報した。



45３ 分野別施策の推進 (9) インターネット等による人権侵害

(9) インターネット等による人権侵害

施策の基本方向 ア 啓発活動の推進
イ 情報モラルに関する教育の充実

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資料作成・  パンフレット｢じんけんハンドブック」 人権同和対
事業 配布 ・作 成 部 数 46,000部 策課

・主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

いじめ防止対 ネットいじめ対  学校非公式サイト等への問題のある書き込 義務教育課
策推進事業 策 みや画像について監視し，児童生徒の問題行

動の未然防止，早期発見，早期対応を図った。
 ネットいじめ等への具体的な取組方法を県

下へ普及するため，教育の情報化フォーラム
を実施した。
・開催日 １月29日
・場 所 県民交流センター
・対 象 公立小・中・義務教育学校・高等

学校及び特別支援学校の教員，市
町村教育委員会指導主事，保護者
等

・参 加 者 数 354人

人権教育推進 人権教育の充実  人権教育研修資料「なくそう差別 築こう 人権同和教
事業 明るい社会」（令和元年度版） 育課

・作 成 部 数 24,000部
・主な配付先 全教職員及び教育行政関係者



46３ 分野別施策の推進 (10) 北朝鮮当局による拉致問題等

(10) 北朝鮮当局による拉致問題等

施策の基本方向 ア 啓発活動の推進
イ 学校における教育の充実

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資料作成・  パンフレット｢じんけんハンドブック」 人権同和対
事業 配布 ・作 成 部 数 46,000部 策課

・主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

パネル展の開催  人権同和問題県民のつどい
・開 催 日 ２月４日
・場 所 鹿児島市民文化ホール
・参加者数 700人
・パネル展 北朝鮮当局による拉致問題に関するパネル展

【くらし保健福祉部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

福祉企画事業 啓発活動  写真パネル等の展示 社会福祉課
・各支庁・地域振興局（12/10～16）
・商業施設（12/10～16）
・市町村へのパネル貸出し（９市町）
・県庁２階県民ホール（12/10～16）

 北朝鮮による日本人拉致問題啓発アニメ
「めぐみ」の上映
・場 所 県庁２階県民ホール
・期 間 12月10日～16日

 各種広報媒体を活用した啓発
・ポスター，チラシの配布

県広報紙（県政かわら版）
・庁内放送
・県ホームページ
・職コミ「インフォメーション」
・ラジオスポット

 県職員（本庁）へのブルーリボン着用呼び
かけ
・配布数 774個

 県職員（本庁）への署名協力呼びかけ
・署名筆数 1,576筆

 県警の啓発活動への協力
・日置市吹上町（さつま湖） 8/9
・日置市東市来町（江口蓬莱館） 12/11

拉致被害者支援
 拉致問題庁内連絡会議

本県関係の拉致被害者等が帰国した場合
に，その拉致被害者及び御家族を支援するた
め，庁内の連携を確認。
・開催日 10月８日
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【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育の充実  人権教育研修資料「なくそう差別 築こう 人権同和教
事業 明るい社会」（令和元年度版） 育課

・作 成 部 数 24,000部
・主な配付先 全教職員及び教育行政関係者

 北朝鮮人権侵害問題啓発週間・作文コンク
ール
・県内全市町村教育委員会及び県立学校への

周知
 北朝鮮人権侵害問題週間

・県内全市町村教育委員会及び県立学校への
ポスター掲出の周知



48３ 分野別施策の推進 (11) その他の重要課題

(11) その他の重要課題
〔刑を終えて出所した人〕

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

鹿児島県再犯 再犯防止の推進  鹿児島県再犯防止推進会議 青少年男女

防止推進事業 再犯防止推進計画の進行管理及び検証等を 共同参画課
行うため，国の機関や関係団体，学識経験者
から構成される県再犯防止推進会議を設置
し，再犯防止等に関する施策を総合的かつ計
画的に推進を図った。
・鹿児島県再犯防止推進会議：委員１９人
・委員会の開催：１回（７月30日）

 再犯防止推進事業
ａ 県民の再犯防止についての関心と理解を

深め，地域や事業所などにおける意識の向
上を図るため，意識啓発等のためのセミナ
ーを開催した。
・開催日時：令和元年11月８日（金）
・開催内容：県再犯防止推進計画について

の報告，２人の講師による講演
ｂ 職場や地域における生活が定着するまで

の継続的支援の一環として，相談や懇談な
ど，刑期を終了した者等が心安らぐ居場所
を創出した。
・開催回数：８回
・開催内容：刑期を終了した者等を対象に

した交流会の実施（料理教室）

〔性的指向・性自認〕

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資料作成・  パンフレット｢じんけんハンドブック」 人権同和対
事業 配布 ・作 成 部 数 46,000部 策課

・主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

講演会・研修会  ＬＧＢＴ理解講座の開催
等の開催 ・委託先 レインボーポート向日葵

・実 施 ６月30日（鹿屋市）
８月11日（鹿児島市）
10月13日（奄美市）

○新

○新



49 ４ 特定職業従事者に対する研修等 ⑴ 行政職員

４ 特定職業従事者に対する研修等

⑴ 行政職員

【総務部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

職員研修事業 県職員研修  新規採用職員研修（前期） 行政管理室
・科 目 名 「人権啓発」
・実 施 日 ４月10日･17日・24日

５月15日
６月５日・12日・19日

・受講者数 282人

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 行政職員等研修  県職員に対する研修 人権同和対
事業 ・参加数 6,251人 策課

人権同和問題地区別研修会
本庁･各地域振興局等：30会場
所属単位の研修会
病院･農業開発ｾﾝﾀｰ等：12会場
運動団体主催研修会への職員参加
管理者研修会(部課長級人権同和問題研修会)等

研修専門員設置  市町村職員等に対する研修へ研修専門員を
派遣
・参加数 3,513人

新規採用職員研修（前期）
技能労務職員研修
市町村職員研修（人権啓発研修支援事業含む）

 国機関の職員研修へ研修専門員を派遣
・参加数 341人

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育管理 人権教育対策  研修会等へ参加し，同和問題をはじめとす 人権同和教
事業 る人権問題の解決を図る諸施策の充実を図っ 育課

た。

人権教育推進 人権教育の充実  人権教育指導者育成研修会及び人権教育研
事業 修推進員研修会

本庁・出先教育機関及び市町村教育委員会
の指導主事等を対象とし，人権教育の現状や
課題，実践的な指導方法等について研修を行
った。
・開 催 日 ５月９日～10日
・場 所 県民交流センター
・参加者数 71人

 県人権同和教育基礎講座
教職員及び教育行政関係者等を対象に人権

教育の入門講座を開催した。
・開 催 日 ６月５日
・場 所 宝山ホール
・参加者数 794人



50４ 特定職業従事者に対する研修等

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育の充実  人権教育指導主事等研修会 人権同和教
事業 各教育事務所等の人権教育担当指導主事を 育課

対象に，人権教育の指導方法のあり方等につ
いて研修を行った。
・開 催 日 ５月８日
・場 所 県民交流センター
・参加者数 13人

 教育行政等職員人権教育研修会
教育行政関係者等を対象とした研修会を開

催し，同和問題をはじめとする人権問題に
対する理解と認識を深めさせた。
・開 催 日 令和元年４月～令和２年２月
・場 所 各所属及び県庁講堂

人権教育啓発 人権教育調査指  市町村の社会教育における人権教育推進に 社会教育課
活動促進事業 導 関する事業の実施状況を把握し，それぞれの

市町村の実情に配慮しながら指導助言を行
い，人権教育の効果的な推進を図った。（15
市町で実施）

人権教育啓発 人権教育指導者  市町村社会教育担当行政職員，社会教育関
活動促進事業 研修会 係団体役員等を対象に，社会教育における人

権教育推進上の課題等を的確に把握するとと
もに，人権教育の進め方や啓発の在り方等に
ついて理解を深め，本県及び各市町村におけ
る施策の推進者としての資質向上を図るため
に研修会を実施した。
（参加者数65人）



51 ４ 特定職業従事者に対する研修等 (2) 教職員

(2) 教職員
【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育研修 人権教育教職員  採用２年目のすべての教職員等の研修会を 人権同和教
事業 等研修会 実施し，同和問題をはじめとする人権問題に 育課

対する理解と認識の深化を図った。
・開 催 日 ７月５日，８月９日
・場 所 県立奄美図書館及び県総合教育

センター
・参加者数 297人

人権教育研修  教職員を人権問題に係る研修会に参加さ
せ，同和問題をはじめとする人権問題に対す
る理解と認識を深めさせた。

人権教育推進 人権教育の充実  人権教育研修及び指導資料作成
事業 教職員及び教育行政関係者等を対象とした

人権教育研修資料「なくそう差別 築こう明
るい社会」（令和２年度版24,000部），人権
教育指導資料「仲間づくり」（令和２年度版

10,000部）を作成・配布した。
 県人権同和教育基礎講座

教職員及び教育行政関係者等を対象に人権
教育の入門講座を開催した。
・開 催 日 ６月５日
・場 所 宝山ホール
・参加者数 794人

 課題別研究会
同和問題をはじめとする様々な人権課題の

解決を目的とした研究会を実施した。
ａ 課題別研究会「進路保障」

・開 催 日 ６月26日
・場 所 西之表市民会館ホール
・参加人数 70人

ｂ 課題別研究会「地域とつながる人権教育」
・開 催 日 10月16日
・場 所 薩摩農村環境改善センター，

薩摩中央公民館
・参加人数 253人

ｃ 課題別研究会「部落問題学習」
・開 催 日 １月22日
・場 所 いちきアクアホール
・参加人数 255人

 人権教育授業実践研修会
人権同和教育担当者等を対象に，研究授業

等を通して人権教育の指導方法等の工夫・改
善を図った。
・開 催 日 ５～７月
・場 所 県内６会場
・対 象 公立小・中・義務教育学校・高

等学校び特別支援学校
・参加人数 166人

人権教育の充実  Mom!学級づくり連続講座
自他を大切にすることができる人間関係を

基盤とした学級づくりについて，実践力を備
えた教員の育成のための実効性の高い講座を
年間７回実施し，人権尊重の理念の具現化を
図った。
・実施地区 鹿児島
・開 催 日 令和元年５月～令和２年２月
・場 所 東市来文化交流センター
・受講者数 21人



52４ 特定職業従事者に対する研修等

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 県総合教育セン  学校で進める人権教育基礎講座を開催し， 人権同和教
事業 ター人権教育講 同和問題をはじめとする人権問題に対する理 育課

座 解と認識を深めさせた。
・開 催 日 ６月13日～14日
・場 所 県総合教育センター
・参加人数 13人
・対 象 小・中・義務教育学校・高等学校

及び特別支援学校の希望者
人権教育管理職  任用２年目の全ての管理職を対象とした研
研修会 修会を開催し，同和問題をはじめとする人権

問題に対する理解と認識の深化を図った。
・対 象 任用２年目の管理職（校長・教頭）

開 催 日 ６月７日 ７月４日 ８月27日

参加者数 217人 66人 31人

場 所 総合教育ｾﾝﾀｰ 県立奄美図書館 熊毛支庁

人権教育開発 人権教育開発事  人権教育総合推進地域
事業 業 文部科学省の委託を受け，人権教育に総合

的に取り組む地域を人権教育総合推進地域と
し，必要な指導，助言又は援助を行うととも
に，地域内における研究の成果の波及を図っ
た。
・日置市(H30～R2)

 人権教育研究指定校
文部科学省の委託を受け，小学校１校，中

学校１校，計２校を人権教育研究校と指定し，
研究の適切な実施のために指導･助言し，研

究成果の波及を図った。
・南種子町立西野小学校(H31～R2)
・阿久根市立鶴川内中学校(H30～R元)



53 ４ 特定職業従事者に対する研修等 (3) 警察職員

(3) 警察職員

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 研修専門員設置  警察機関等主催研修会への研修専門員の派 人権同和対
事業 遣 策課

・警察学校（年３回，94人）

【警察本部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権に配意し 職務倫理教養の  「職務倫理の基本」の唱和，「職務倫理教 警務課
た警察活動の 徹底 養の手引き」等を活用した職務倫理（人権）
推進事業 教養を推進した。

 各種研修会，小グループ検討会，ビデオ活
用及び部外講師による講話等による教養をあ
らゆる機会に実施した。

 警察学校の初任科をはじめ，各種専科・任
用科において職務倫理教養を実施した。（必
修カリキュラムに指定）

 各種ハラスメント対策等の巡回教養等を実
施し，職員への意識付けの徹底を図った。

 人権問題についてのポスター等を全所属に
配付し，職員への意識付けを図るとともに，
一般来訪者に対しても啓発活動を推進した。

被留置者の適法  担当者教養の実施
かつ適正処遇の 留置主任官に対しては，留置主任官等研修
確保 会，留置担当官に対しては，留置業務専科(年

間２回)，女性職員に対しては，新任女性留
置担当官等研修会で適宜被留置者の人権に配
意した適法かつ適正処遇の徹底について教養
を実施した。

(4) 消防職員

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 研修専門員設置  消防機関等主催研修会への研修専門員の派 人権同和対
事業 遣 策課

・消防学校（年２回，101人）

(5) 医療・保健関係者

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 研修専門員設置  医療・保健関係等主催研修会への研修専門 人権同和対
事業 員の派遣 策課

・病院等（年17回，973人）



54４ 特定職業従事者に対する研修等 (6) 福祉関係者

(6) 福祉関係者

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 研修専門員設置  福祉関係等主催研修会への研修専門員の派 人権同和対
事業 遣 策課

・社会福祉協議会等(年６回，678人)

【くらし保健福祉部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

民生委員指導 民生委員・児童  新任民生委員研修会 社会福祉課
事業 委員に対する研 新任の民生委員・児童委員の研修会におい

修会の開催 て，人権同和問題研修を行った。
・開催箇所 12地区
・実施期間 １月15日～２月21日
・参加者数 1,230人

認知症介護実 認知症介護にお  認知症介護基礎研修 高齢者生き
践者等養成研 ける高齢者介護 認知症ケアの現場で役立つ認知症に関する 生き推進課
修事業 の実務者等に対 最低限の知識・技術と，それを実践する際の

し，認知症介護 考え方を身につけたうえでチームアプローチ
に関する実践的 に参画する一員として基礎的なサービス提供
研修を実施す を行うために実施した。
る。 ・実施回数 １回

・修了者数 111人
 認知症介護実践者研修

認知症介護の理念，知識及び技術を習得す
るために実施した。
・実施回数 ３回
・修了者数 248人

 実践リーダー研修
実践者研修で得られた基本的知識をさらに

深め，施設・事業所においてケアチームを効
果的・効率的に機能させる能力を有した指導
者を養成するために実施した。
・実施回数 １回
・修了者数 40人

 認知症対応型サービス事業管理者研修
認知症対応型通所介護事業所，小規模多機

能型居宅介護事業所及びグループホームの管
理者に就こうとする者が管理者の役割，管理，
運営のための知識，技術を習得するために実
施した。
・実施回数 ２回
・修了者数 94人

 小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修
小規模多機能型居宅介護事業所の計画作成

担当者に就こうとする者が，小規模多機能ケ
アの視点等の知識技術を習得するために実施
した。
・実施回数 １回
・修了者数 37人

 認知症対応型サービス事業開設者研修
小規模多機能型居宅介護事業所又はグルー

プホームの代表者が，認知症対応型サービス
事業の運営に必要な知識を習得するために実
施した。
・実施回数 １回
・修了者数 18人



55５ 総合的かつ効果的な推進 ⑴ 人材の育成と教材等の開発・整備

５ 総合的かつ効果的な推進
⑴ 人材の育成と教材等の開発・整備

ア 人材の育成
イ 教材の開発・整備
ウ プログラムの整備・充実
エ 効果的な学習方法の導入

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育の充実  人権教育指導者育成研修会及び人権教育研 人権同和教
事業 修推進員研修会 育課

本庁・出先教育機関及び市町村教育委員会
の指導主事等を対象とし，人権教育の現状や
課題，実践的な指導方法等について研修を行
った。
・開 催 日 ５月９日～10日
・場 所 県民交流センター
・参加者数 71人

 県人権同和教育基礎講座
教職員及び教育行政関係者等を対象に人権

教育の入門講座を開催した。
・開 催 日 ６月５日
・場 所 宝山ホール
・参加者数 794人

 人権教育指導主事等研修会
各教育事務所等の人権教育担当指導主事を

対象に，人権教育の指導方法のあり方等につ
いて研修を行った。
・開 催 日 ５月８日
・場 所 県民交流センター
・参加者数 13人

 教育行政等職員人権教育研修会
教育行政関係者等を対象とした研修会を開

催し，同和問題をはじめとする人権問題に
対する理解と認識を深めさせた。
・開催日 令和元年４月～令和２年２月
・場 所 各所属及び県庁講堂

 人権教育研修及び指導資料作成
教職員及び教育行政関係者等を対象とした

人権教育研修資料「なくそう差別 築こう明
るい社会」（令和２年度版24,000部），人権
教育指導資料「仲間づくり」（令和２年度版
10,000部）を作成・配布した。

 図書及び映像教材の購入
人権教育の研修を目的として購入し，その

活用を図った。

人権教育啓発 人権教育調査指  市町村の社会教育における人権教育推進に 社会教育課
活動促進事業 導 関する事業の実施状況を把握し，それぞれの

市町村の実情に配慮しながら指導助言を行い
人権教育の効果的な推進を図った。
・実施市町村 日置市，阿久根市，

与論町など15市町

 社会教育関係団体等のリーダー及び役員等
人権教育ブロッ を対象に、同和問題をはじめとする人権課題
ク別指導者研修 に対する正しい理解と認識を一層深める機会
会 とするため、人権に関する講演会や研修会等

を実施した。
（７地区 626人参加）



56５ 総合的かつ効果的な推進

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育啓発 人権教育指導者  市町村社会教育担当行政職員，社会教育関 社会教育課
活動促進事業 研修会 係団体役員等を対象に，社会教育における人

権教育推進上の課題等を的確に把握するとと
もに、人権教育の進め方や啓発の在り方等に
ついて理解を深め，本県及び各市町村におけ
る施策の推進者としての資質向上を図るため
に研修会を実施した。
・開 催日 ７月９日
・場 所 かごしま県民交流センター
・参加者数 65人



57 ５ 総合的かつ効果的な推進 (2) 効果的な啓発と情報提供

(2) 効果的な啓発と情報提供

ア 啓発内容・方法の充実
イ 情報提供の充実

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資料作成・  人権啓発パンフレットについては，人権課 人権同和対
事業 配布 題について，分かりやすいキャッチコピーと 策課

親しみやすいイラストにより，正しい理解へ
とつながるよう工夫した。

人権啓発ポスターの作成にあたっては，県
民に広く知られ，好感度も高い宮下純一氏を
起用し，令和元～２年度にかけて開催される
スポーツイベントへの期待感を意識したポス
ターを作成し，県民への周知に工夫した。
・作成部数 パンフレット:46,000部

ポスター:3,200枚
・配 布 先 関係機関・団体，研修受講者，

イベント参加者等

各種広報媒体を  宮下純一氏を起用したポスターと統一感の
活用した啓発 あるテレビスポット，ラジオスポット，イン

ターネット広告，映画館広告など，様々な媒
体を活用しての啓発に努めた。

 県ホームページに人権啓発パンフレット，
ポスター，ＤＶＤ等の人権啓発に関する資料
を掲載し，啓発を行った。

講演会・研修会  人権啓発指導者等研修会等において，同和
等の開催 問題の当事者等を講師に招き，体験を踏まえ

た研修を実施した。（延べ５回）

【国体・全国障害者スポーツ大会局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

「燃ゆる感動 県民への周知・  かごしま国体・かごしま大会（以下，両大 全国障害者
かごしま国体 広報（両大会ホ 会）には，選手・役員・観覧者として，全国 スポーツ大
・かごしま大 ームページ掲 から多くの障害者の来県が予想されるため， 会課
会」開催準備 載） 駅・バス停，街中で，困っている障害者を見
事業 かけた場合の接し方や手伝いのポイントを資

料としてまとめ，両大会ＨＰに掲載し，広く
県民に周知・広報を行った。

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育の充  各研修会（基礎講座及び課題別研究会等） 人権同和教
事業 実 において人権課題に関わる当事者の講演等を 育課

設定し，教職員の人権意識の高揚を図るとと
もに，啓発内容・方法の充実に努めた。



58５ 総合的かつ効果的な推進 (3) 実施主体間の連携

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育の充  人権教育研修及び指導資料作成 人権同和教
事業 実 教職員及び教育行政関係者等を対象とした 育課

人権教育研修資料「なくそう差別 築こう明
るい社会」（令和２年度版24,000部），人権
教育指導資料「仲間づくり」（令和２年度版
10,000部）を作成・配布した。

人権教育開発 人権教育開発事  人権教育研究指定校 阿久根市立鶴川内中
事業 業 学校 研究公開

・開 催 日 11月27日
・参加者数 102人

 県指定「子どもの人権プロジェクト推進校」
R元年度は，小学校８校，小中学校１校，

中学校８校，計17校を指定し，学校での取組
の充実を支援した成果について，Webサイト
で情報提供を行った。

(3) 実施主体間の連携

【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発交流 人権啓発活動促  同和問題をはじめとする人権問題の解消に 人権同和対
事業 進事業 向けた啓発活動等を推進している運動団体に 策課

対し，啓発活動費の補助を行った。

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育研究助  本県における人権教育の推進に一定の役割 人権同和教
事業 成補助 を果たしている研究団体に事業費を補助し， 育課

人権教育の一層の推進を図った。



59 ５ 総合的かつ効果的な推進 (4) マスメディアの活用

(4) マスメディアの活用
【男女共同参画局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 各種広報媒体を  テレビ・ラジオによる啓発 人権同和対
事業 活用した啓発 ａ 人権啓発テレビスポット（15秒） 策課

・人権同和問題啓発強調月間（８月） 100回
・人権週間（12月４日～10日） 40回

ｂ 人権啓発ラジオスポット（20秒）
・人権同和問題啓発強調月間（８月） 100回
・人権週間（12月４日～10日） 40回

 インターネットを活用した啓発
Youtubeインストリーム広告

・掲載期間 8/1～31，12/4～10
・表示回数 約627万回

 ホームページによる啓発
・啓発活動案内（随時）
・啓発資料掲載（随時）等

 県政広報媒体による啓発
・テレビ・ラジオ
・県政かわら版

 映画広告による啓発
シネマサンシャイン姶良，鹿児島ミッテ10

・人権同和問題啓発強調月間（８月） 1,613回
 新聞広告

・人権同和問題啓発強調月間（８月） ９回
・人権週間（12月４日～10日） １回

 公共交通機関車内広告
（鹿児島市電，鹿児島市営バス，民間バス，桜島フェリー）
・人権同和問題啓発強調月間（８月） 186両
・人権週間（12月４日～10日） 186両


